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れていたチャネル幅 6 MHz のシステムがそのまま導入された。放送開始当初は一般
庶民には手の出ない高級品であったが、1960 年代からは広く親しまれるようになり、
やがて日常生活に欠かせないものとなった。
1960 年には、従来のモノクロ方式と互換性を持ちながらカラー化した NTSC 方式
による本放送が導入された。ステレオ放送あるいは２カ国語放送を実現する音声多
重放送は 1982 年から、画面上に字幕放送を実現する文字多重放送は 1985 年から導
入された。このように、現在までおよそ 50 年の歴史において、アナログの地上テレ
























行われ、いわゆる ISDB-T 方式がまとめられた。1999 年 5 月 24 日に電気通信技術審







































比較的安定した高度 20 km 付近に、飛行船などの飛行体を配置して無線通信基地と
して利用する成層圏プラットフォームの研究開発が行われている。UHF 帯を使用す
る地上ディジタル放送の送信設備を成層圏プラットフォームに設置することができ
れば、高さ 20 km の鉄塔に送信アンテナを設置することに匹敵する。広い見通し範
囲が得られるため、比較的小電力でも広いサービスエリアが設定できる。
本研究では、成層圏プラットフォームを使用し、地上ディジタル放送と同じ方式
を使うディジタル放送システムについて検討を行う。また、現時点で高度 20 km ま
で到達できる無人飛行機を使用して、成層圏からのディジタル放送信号の伝送実験
を行った結果について述べる。次に、UHF 帯で広範囲に向けたサービスが可能とな















する。さらに、無人飛行機を使って高度 20 km から実際の送信を行い、地上で受信























シンボル番号 n、キャリア番号 k のキャリアが伝送すべき複素信号点ベクトルを
C(n, k) とする。キャリア番号 k に対する周波数を f
0
+ k f として、周波数軸上に等間
隔に配置するものとする。シンボル n の期間中のキャリア k の波形は次のようにな
る。
(2-1)
このとき１シンボルの伝送時間（シンボル区間）は、t=[0, 1/ f] と定義する。すな






exp( j2πkf t) は、t =[0, 1/ f ] の区間で周期関数となり、直交基底となる。従って、同
じ基底を用いて、合成後の x(t) に対する次のような演算処理を行えば、C(n, k) を求
xk t 	  C n,k 	exp j2P f0  kf 	t; =











実用的には、t を離散値とし、k の最大値を上回る十分大きな数で１シンボル区間 
1/ f を等分したサンプリング間隔とすることで、(2-2) および (2-3) の処理は離散フー
リエ変換として扱うことができる。図 2-1 に４波の QPSK の合成による OFDM 信号
の生成例を示す。



































































OFDM 方式の開発の歴史は古く、その提案は 1950 年代にはなされた [1]。さらに、
理論的な検討も 1960 年代後半までに進められ [2]、1966 年には OFDM が米国特許
となった [3]。1970 年代の初頭には受信において DFT を利用する提案がなされ [4]、
1980 年初頭には QAM 等の多値変調方式による通信への検討 [5]、1985 年には移動体
通信への応用 [6] が報告されている。そして、欧州のディジタル音声放送 DAB（Digital 





検討され、採用された。また、無線 LAN 方式（IEEE 802.11a および 802.11g）や、加





る 6 MHz を踏襲するものとする。10 % のガードバンドをとり、符号化率 60 % とす





体の 1/17 が伝送に使用できない時間となるため、効率は 94.1% となる。このほか、
周波数やクロックの引き込みのためのパイロット信号などにより 5% 程度の損失を考
慮すると、概算の伝送ビットレートは 17.4 Mbps となる。
























ガードインターバル長を約 10 μs、ガードインターバル比を 1/16 とした結果、有効
シンボル長は 158.9 μs となった。なお、この値は標準テレビジョン信号の水平走査
期間（63.556 μs）の 2.5 倍にあたる。ガードインターバル長 10 μs は、空間伝搬の伝
搬距離 3 km にあたる。無線局免許の取得を考慮し、周波数帯域幅を 5.0 MHz 以内に





























には、符号化率 1/2 のものを共通に用いた。QPSK にも同じ畳込み符号を用いた。
今回使用したプラグマティック方式トレリス符号化の概要を、64QAM の例で図
2-3 に示す。64 個の信号点位置を 16 個の QPSK 配置の集合とみなし、QPSK に対し
符号化率 1/2 の畳込み符号を適用する。同図 (a) に示したように、５ビットの情報に
より 64QAM の１シンボルが生成される。５ビットのうち１ビットは、符号化率 1/2
で畳込み符号化され、QPSK マッピングされる。残りの４ビットで 16QAM マッピン













































も低い CN 比で復調可能となる QPSK が固定的に割り当てられた。
2.4.	 伝送特性の評価
2.4.1.	AWGNチャネルでの特性






BER 特性は、CN 比を 10 log
10























































































図 2-5　AWGN チャネルでの BER 特性




なお、ハードウェアによる BER 特性の測定では、変復調器を IF（37.15MHz）で




ているが、CN 比が大きくなるに従って、乖離が大きくなる傾向にある。10-4 の BER
を得るための CN 比について、理論値と比較して、64QAM でも 1 dB 以内の装置劣
化で収まっていることがわかる。さらに 256QAM では、CN 比が大きくなっても、ハー
ドウェアにより測定された BER は 10-5 を境として減少しない。これはシステム内に
おいて、256QAM で理論的に BER が 10-5 となる CN 比 32dB 程度の雑音が発生して








































なお、このときのキャリア電力 a 2(θ) の平均は 1+α 2 となる。
ここで、希望波と遅延到来波の和を信号電力とし、雑音電力との比を CN 比と定
義する。CN 比の値が 10 log
10 
β [dB] の場合、(2-4) から (2-7) 式に次の値を代入するこ
とで θ に対応するキャリアの BER が求められる。
(2-11)
2PTfn  2PTf0  2nP
fn  f0 
n
T
a Q 	  1A cosQ 	2 A sin2Q
 1A 2  2A cosQ
x 





しないと考えられる。(2-11) 式の θ を 0 から 2π の範囲で十分に細かく分割し、CN








(2-11) 式に示したキャリア電力の変動による BER の増大に加え、シンボル間干渉
部分を雑音として考慮する必要がある。有効シンボル長に対し、シンボル間干渉が
発生している区間の割合を r とすれば、希望波の電力の 2α 2r 倍がシンボル間干渉に
図 2-6　希望波と非希望波の位相差と CN 比および BER の例
例として、信号全体の CN 比を 20 dB、DU 比を 10 dB とした場合の、周波数軸上
の CN 比と、(2-5) 式により求めた 16QAM の BER を図 2-6 に示す。希望波のみの
電力と雑音電力の比は CN 比の 1/(1+α 2) 倍となり、この例では α 2=0.1 であるから、
19.6 dB となる。この図では、θ が 0 から 4π までの 2 周期について示しているが、希
望波と非希望波の位相が一致する0、2π、4πでCN比が最大となりBERは最小となる。






































CN ratio (left scale) BER (right scale)
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伴う雑音電力の増加分になる。(2-11) 式から求めた雑音電力とシンボル間干渉による
雑音電力を足して、総合的な CN 比を求めれば、BER の概算値が求められる。θ に
対応するキャリアの BER は、(2-4) から (2-7) 式に次の値を代入することで求められ
る。
(2-12)




























図 2-7　遅延波１波が付加された場合の BER 特性
x 
B 1A 2  2A cosQ 	
1A 2  2A 2B r
計算機シミュレーションは等価低域系で行い、1024 段の FFT による一括変復調を
使用した。モデル内に、スペクトルを拡げる非線形性の要因がないことから、シミュ









ハードウェアによる測定結果では、遅延時間が 8 μs 付近までは、計算機シミュレー
ションと同様に遅延時間に依存しない結果が得られている。しかし、シンボル間干
渉が発生し始める遅延時間が、計算機シミュレーション結果より短い。これは、復
調器において、本来の有効シンボル区間より約 1.5 μs 早い部分を有効シンボルとし
て切り出しているためである（図 2-8）。ガードインターバルの効果により、なるべ




























の BER 特性を図 2-9 に示す。測定結果のほか、計算機シミュレーション結果も示し
てある。なお、誤り訂正をかけることにより、CN 比の変化に対する BER の変化が






















図 2-9　誤り訂正符号を用いた場合の AWGN チャネルでの BER 特性
誤り訂正を用いた場合、16QAM、64QAM および 256QAM の誤り訂正は、ほぼ理
想的に行われていることがわかる。BER が 10-5 から 10-6 となる部分で、計算機シミュ




また QPSK については、CN 比が 10 dB を越えるような場合には、測定限界以下の








16QAM 2.8 × 10-2
64QAM 2.0 × 10-2
256QAM 1.5 × 10-2
表 2-3　10-7 の BER を達成するために必要な訂正前 BER
現実的な時間での計算機シミュレーション、およびハードウェア実験から結果が
得られる範囲を考慮し、誤り訂正後の BER が 10-7 となる状態を基準とし、図 2-9 の
計算機シミュレーションの結果から BER が 10-4 から 10-6 程度の範囲を直線近似に
より外挿して所要 CN 比を求めた。その上で、同じ CN 比での AWGN 伝送路上での
BER（誤り訂正前の BER）を求めた。この操作により、誤り訂正後の BER を 10-7 と
するのに必要な、誤り訂正前の BER が推定できる。結果を表 2-3 に示した。
2.5.	 階層化伝送とグレースフルデグラデーション
2.5.1.	ディジタル放送とグレースフルデグラデーション
図 2-9 のように、わずか 1 dB 余の CN 比の変化によってエラーフリーに近い状態
から BER が 10-2 程度の状態まで変化することがある。情報源符号化により圧縮を受
けた映像や音声のビットストリームに対しては、１ビットの誤りでも影響が大きく



















































































の情報を伝送する BPSK あるいは QPSK が、TDM により多重化される。











階層ごとに見た CN 比は、入力される信号の帯域全体の CN 比と等しく同一である。
図 2-9 でも確認したように、所要 CN 比に差があるため、階層ごとに所要入力レベル
に差が生じる。電力を変える方法では、階層ごとの CN 比は、入力される信号の帯
域全体の CN 比とは異なる。例えば、10 dB の電力差をつければ、階層間に 10 dB の
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CN 比の差が生じる。階層間で所要 CN 比が同じであるから、所要入力レベルに 10 
dB の差がつく。いずれの方法による階層化でも、所要入力レベルは差別化される。
次に、１波の遅延波による干渉がある伝送路を仮定する。いずれの階層化方法を
とっても、階層ごとに見た DU 比は入力される信号の DU 比と等しく、階層間で差
は生じない。2.4.2 項で見たように、シンボル間干渉が生じる場合は、CN 比で評価
される雑音量に加え、DU 比によって評価されるシンボル間干渉が雑音として作用す
る。すなわち、DU 比が小さくなることが CN 比の劣化と同じ効果を持つ。同じ CN
比であってもキャリア変調方式によって所要 DU 比に差が生じる。
遅延時間を 40 μs とし、誤り訂正符号なしで表 2-3 に示した BER を実現するため
に必要な CN 比と DU 比の組み合わせを計算機シミュレーションとハードウェアに
よる実験で求めた結果を図 2-11 に示す。例えば 64QAM では CN 比が 30 dB を上回っ
ていても、DU 比が 14 dB を上回っていないと目標の BER が達成できない。このよ



















図 2-11　表 2-3 の BER を得るための CN 比と DU 比（遅延時間 40 μs）
このとき、複数のキャリア変調方式を使い分ける方法では、階層ごとに異なった






















キャリア数 変調方式 伝送レート 所要 CN 比
グループ１ 450 16QAM 7.2 Mbps 12 dB
グループ２ 302 64QAM 8.0 Mbps 19 dB











































瞬時電力を p = |x | 2、p の平均を P
avr
としたとき、y = 2p / P
avr
の統計的な分布は自由度
2 の χ2 分布に従い、次の式で表せる。
(3-2)




率は小さく、このような部分以外では、自由度 2 の χ2 分布とみなすことができる。


























































































































して AM-AM/ AM-PM 変換特性モデルが使用されている。しかし、このモデルの適
用に必要となる具体的な特性を、OFDM 信号の検討に必要なダイナミックレンジ全
体にわたり、実際の増幅器から実験的に得て検討を行ったものはない。これは、地
上放送で使われる AB や B クラスの大電力増幅器では、出力電力によって特性が変
化するため、OFDM 信号のように低い時間率で大電力が発生する場面での AM-AM/ 
AM-PM 変換特性を測定するのが難しいからである [18]。従来、このような条件下で
の測定方法は確立していない。




































以下、この AM-AM/ AM-PM 変換特性モデルを使用するために、実在する増幅器
から具体的な特性を得る方法について述べる。
f v 	  v  av 3
A r 	  r  34 ar
3
& r 	  0
x t 	  r t 	cos W0t Y t 	; =
y t 	  A r t 	; =cos W0t Y t 	  & r t 	; =; =
f v 	  u cosw  au 3 cos3 w

















ら、(3-5) 式の A や Φ における r の最大値は、rms 値の４倍程度まで定義する必要が






























いう条件を満たす信号として sinc 関数がある。次式のように sinc 関数に直流成分を
重畳した波形を包絡線振幅に持つ信号を考える（図 3-5）。





































きる。また、十分長い時間で s ( t ) の平均電力を求めれば 1 に近い。すなわち、a を
変化させることで、平均電力をほとんど変化させることなく、最大瞬時電力を設定
することが可能である。
(3-10) 式で、その最大値は 1+ a である。これは平均電力値に相当する振幅値に対
するピーク時の振幅値の比である。以後、これを平均比ピーク値と呼ぶことにする。
なお、a が約 4.6 を超えると (3-10) 式の値が負になる。この境界での平均比ピーク値
は約 14.96 dB である。これを考慮し、今回の実験では、平均比ピーク値は 6 dB、10 
























S f 	  D x 	  a2 f l
f  f l 	









影響するかを左右する。すなわち、(3-10) 式における s ( t ) の２乗平均は、t について
広い範囲で求めるほど a に依存しにくい。これは、s ( t ) を２乗した値に着目すれば、
ピーク付近では a に大きく依存するが、ピークから離れるほど a に依存しにくく、1
に近い値となるからである。
今回の実験では、１回の長さは 1 ms（ピーク前後がそれぞれ 0.5 ms）とした。1 
ms であれば、平均比ピーク値が 14 dB の場合でも、平均電力は中心周波数の連続波
成分の電力に比べて +0.10 dB に過ぎない。
信号の取り込みにはベクトルシグナルアナライザを使用した。この装置では、任
意の中心周波数の信号を複素のベースバンド時系列データとして記録することがで
きる。スパンの設定は広いほど良いが、上記の機能を実現できる上限の 7 MHz とし
た。非線形ひずみを受けた後の信号は、元の信号に比較して周波数帯域幅が数倍に
広がるが、被測定信号に、スパン 7 MHz を超える成分が雑音レベルを超えて観測さ
れないことを確認した。





基準を決定した。特性を求めるには、(3-10) 式の sin 項において±１周期の範囲（長




































A および Φ との関係は、次のように表現できる。
(3-16)
(3-17)
fin t 	  12 exp jWat 	 
1
2
exp  jWat 	  cos Wat 	
  fout t 	  cos Wat 	  C3 cos 3Wat 	  C5 cos 5Wat 	 L
A fin t 	; =  fout t 	
& fin t 	; =  arg fout t 	; =
A sin; =  sout









２台の信号発生器を用いて、中心周波数± 100 kHz の等振幅の無変調波を生成




ただし、実際の測定では、FFT の開始時刻には必ずしも (3-13) 式における t = 0 と
ならないため、C
N































exp( - jNW- jp
l

















CN cos NWa t  tc 	[ ]
 1
2
CN exp  jNW 	exp jNWat 	  12CN exp jNW 	exp  jNWat 	
cos Wa t  tc 	[ ]  12 exp jWa t  tc 	[ ] exp  jWa t  tc 	[ ]; =


















した。例えば、平均比ピーク値が 6dB の場合、測定される r の変域は 0.8 ～ 2.0、平
均比ピーク値が 10dB では 0.5 ～ 3.2 である。r = 2 付近の特性を知るためには、これ
ら２つの測定結果を用いることで十分である。平均比ピーク値が 12dB や 14dB の結
実験条件
平均出力

























































 (a) AM-AM 変換特性 (b) AM-PM 変換特性 
果を無視することで、ヒステリシス性の影響の小さい結果を得ることができる。








の範囲は 0 から約 1.4 までである。測定器に要求されるダイナミックレンジが狭く、
さらに、特定の周波数のみを測定するため、雑音の影響を受けにくい。
しかし逆に、２信号法だけでは r の範囲が 0 から約 1.4 までの範囲しか測定できず、




図 3-3 で確認したように、ひずみの影響の度合いは見かけの CN 比を使って評価す
ることができる。そこで、前章までに得られた AM-AM/ AM-PM 変換特性から計算
機シミュレーションで得られる CN 比と、実験的に測定される CN 比を比較すること
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で、推定された特性の妥当性を検討する。









OFDM シンボル区間に同期した FFT 結果の、シンボル間平均電力の例と、上記３


















図 3-8　FFT 結果の電力平均と CN 比
A: 下部 CN 比
B: 中央 CN 比




なお、プログラム中でのモデルの記述は、図 3-7 と同様、AM-AM 変換特性について
は入力電圧に対する利得 A(r) / r、AM-PM 変換特性については入力電圧に対する位相
回転角 Φ(r) として行った。
それぞれ、r の 0.2 ごとの値に対応するデータを記述し、キュービックスプライン






























 (a) AM-AM 変換特性 (b) AM-PM 変換特性 
値のなるべく小さい条件での結果を使い、２本の軌跡の中央をとった。また、２種
類の測定方法の結果の切り替え部分（r = 1.4 付近）では、両者の間に僅かな差が観
察される例もあった。r = 1.4 のデータは、両者の中間の値を採用することとした。
図 3-7 の測定結果に相当するモデルを図 3-9 に示す。
キャリア数は、下で述べるハードウェア実験に合わせ、1405 とした。FFT 規模は





生器から OFDM 信号を発生させた。シンボル長を 250 μs とし、128 シンボルを発生
させた。中央の 1 本のキャリアホールを含め、キャリア数を 1405 本とした。キャリ
ア間隔は 4 kHz であるから、帯域幅は約 5.62 MHz となる。
信号の解析については上で述べた方法と同様、ベクトルシグナルアナライザを使
用した。スパンを 6.4 MHz に設定し、その他の条件を適切に設定すると、シンボル













































そこで、最も CN 比の差が大きい増幅器Ｄの条件 12 について、中心周波数のほ
か、± 2.5MHz の点でも AM-AM/ AM-PM 変換特性を求める実験を行った。その結果、
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図 3-12　プレディストーションによる CN 比の改善
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4.	 非線形特性の簡易な測定方法









































































































































































































































R ta 	  s t 	
t ta
ta Tg
¤  ˆ s t  Tg 	
Rl ta 	  sl t 	
t ta
ta Tg












































された信号は、それぞれ (3-5) 式の y(t) と (3-4) 式の x(t) に相当する。それぞれの信
号の包絡線振幅を縦軸と横軸にとり、t の値ごとにプロットを行って重ねれば、AM-













































測定のための AD コンバータには、アジレント・テクノロジーの E1438A を用い
た。サンプリングクロックには、上述の信号発生システムの周波数基準信号から、(8
× 512/63) MHz（約 65 MHz）を生成して使用した。この周波数は、信号発生システ
ム内での OFDM 信号のサンプリングクロックの整数倍となる、AD コンバータへは、
周波数ミキサで中心周波数を約 16 MHz に変換した信号を入力した。この周波数で









周波数 [MHz] 平均電力 [W]
B
UHF TV 放送帯域・汎用












































































比を 40dB とすれば、図 4-6(a) のプロットの縦軸方向のばらつきは、横軸の全範囲
に渡って、分散が 0.5 × 10-4 であるから、標準偏差は 7.1 × 10-3 となる。同図 (b) では










図 4-7 は図 4-6 と同じ増幅器Ｃについてのデータ、図 4-8 は増幅器Ｂのデータであ
る。両図とも、非線形特性の比較を容易にするため、(a) の縦軸は増幅度（横軸の値




























































































 (a) 振幅特性 (b) 位相特性 
測定系自体が持つ特性を確認した。その結果、振幅特性には問題ないものの、図 4-9
のような位相特性が確認された。既存の結果と比較する上で、この特性はキャンセ
ルする必要がある。従って、図 4-7(b) および図 4-8(b) に示した今回の測定結果につ
いては、図 4-9 に示した回帰２次曲線の値を使ってキャンセルしてある。



































結果を図 4-10 に示した。信号帯域の両端で、およそ 4 dB のレベル差が生じた状態で
ある。なお、帯域内に平均電力が大きいキャリアが存在しているが、これは ISDB-T
のスキャッタードパイロット、TMCC（Transmission and Multiplexing Conﬁguration 
Control）、AC（Auxiliary Channel）に該当するキャリアの平均電力が、他のキャリア
に比べて 2.5 dB 大きいことに起因したものである。



















































































地上テレビジョン放送は、VHF 帯もしくは UHF 帯を使用するため、伝搬は直接波
のほか、反射波と回折波が主体となる。送信アンテナは、広いサービスエリアを得
るために、鉄塔の上や山岳地の尾根などなるべく高いところに設置される。しかし












用が考えられる。成層圏（一般的に高度 12 km から 50 km 程度）の中でも、高度 20 
km 付近に飛行体を滞空させて利用する、成層圏プラットフォームの検討が進められ
ている [24,25]。









ここで、地球を半径 6,378 km の球と仮定し、高度 20 km から見通しとなる範囲を
計算すると、直下の点を中心とした 504 km の範囲となる。また、飛行体直下の点か
らの距離と、その点から飛行体を見上げる仰角の関係を図 5-1 に示す。仰角 20 度で
54 km、10 度で 108 km、5 度で 194 km である。なお、同図には平面大地を仮定した
場合の計算結果も併せて示したが、仰角 10 度程度までは、5 km 程度の誤差で計算で
きることがわかる。
図 5-1　飛行体直下からの距離と仰角の関係（飛行体高度：20 km）
このように、見通しという意味では約 500 km の範囲、また例えば、仰角 10 度以
上に限定しても約 100 km を越える範囲をサービスエリアとすることができる。サー
ビスエリアのどこからでも送信点に対する仰角が 10 度以上であれば、従来の地上放
送に比べ、送受信点間が見通しとなる確率は高くなると考えられる。













































置することが多く、約 3,400 か所に設置された VHF、UHF の放送所に付与された免



















































所 B でも大規模放送所からのチャネル f
1
の放送波が受信できる。また、地上ディジ















































かし、いずれのプロジェクトにおいても、高度 20 km に到達できる飛行船の開発に
は成功していないのが現状である。
一方で、固定翼型では、限られた数ながら、高度 20 km まで到達できる無人飛行
体が既に開発されている。
Pathﬁnder Plus （ 図 5-4 ） は、 米 国 NASA の ERAST（Environmental Research And 
Sensor Technology）プログラム [32] により 1994 年に開発が開始された機体である。
胴体がなく、翼に取り付けられた８個のプロペラにより推進力を得る。わずかな１
次電池を搭載しているものの、プロペラを駆動する電力のほとんどは、翼の上に敷
き詰められたソーラーパネルによって得られる。翼長は 36.3 m で、自重がおよそ




1998 年には高度 24 km まで到達した記録を作っており、成層圏プラットフォーム

































再生し、ISDB-T 変調器により ISDB-T 信号を生成する。さらに 1992.5MHz に周波数









化されている方向では 35 度、直交する方向では 65 度である。フィーダリンク送信
アンテナと併せ、電波暗室で測定した指向性を図 5-8 に示した。
受信された信号は LNA で増幅された後、送信周波数である 533.0 MHz に周波数変
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チューナで IF への周波数変換と増幅を行い、ISDB-T 復調器によって復調する。復











図 5-10 に示したのは受信用アンテナであるが、60 cm 四方の金属製反射板ととも
に用いた。写真のように、三脚により天頂に指向する形で固定して使用された。
反射板がついた状態で、指向性を電波暗室内で測定した結果を図 5-11 に示す。正































モード 1 モード 2 モード 3
キャリア数 1405 2809 5647
キャリア間隔 [kHz] 3.968... 1.984... 0.992...
有効シンボル長 [μs] 252 504 1008
キャリア変調方式 QPSK, 16QAM, 64QAM
ガードインターバル 有効シンボル長の 1/32
内符号 畳込み符号（1/2, 3/4, 7/8）
外符号 Reed-Solomon (204,188)
時間インターリーブ長［シンボル］ 1520 760 380



















差動変調の DQPSK は使用しなかった。モードと同様に、所要 CN 比が低い QPSK から、


























B 16QAM 7/8 13 15.5 16.2























































率の高いセット B、64QAM を使用するセット C へと切り替える。なお、セット D は、
セット A に失敗した場合に使用するための、QPSK を使ったパラメータセットであり、
音声ストリームのみは、CN 比 5 dB で受信可能である。
セットCまで良好に推移した場合、次にモード２に切り替え、セットEを使用する。
次にセット F を使用する。64QAM と内符号符号化率 7/8 の組み合わせであり、規格
内で最も所要 CN 比が大きい組み合わせである。
























































総合 CN 比 [dB]










回線設計表を表 5-3 に示す。この回線設計表は、送受信アンテナが 20 km の距離で、
互いに正面を向いている条件で作成したものである。左側の列がフィーダリンク回





ダウンリンク回線の送信出力電力は、表中で -0.8 dBW としてある。5.3 節で述べ
たように、システムの設計では 0 dBW としたが、完成した増幅器の AGC 機能が理
想的ではないことから、現実に即した値としてある。
この回線設計表からは、総合 CN 比として 30dB ほどが得られることが予想され、
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図 5-12　翼の下に取り付けられたペイロードポッド
表中に示した所要 CN 比は満足している。特に、規格中で最も所要 CN 比が高い、
64QAM と内符号符号化率 7/8 の組み合わせでも、マージンが 8dB 以上とれると予想
される。
5.4.4.	搭載機器の取付状態





















このペイロードポッドと内部に搭載された装置は、高度 20 km の環境、すなわち、
気温 -70 ℃、1/20 気圧の環境に耐えられるように設計された。温度については、内
部にヒータを装備し、加温する機能が備えられた。







最もビットレートが高いものは、TS 全体が 19 Mbps であり、その中に 18 Mbps の
HDTV（1080i）のストリームと、ステレオ音声のストリームが含まれる。このビッ
トレートは、2003 年 12 月に開始された地上ディジタル放送サービスでの値に比べて
大きく、ディジタル放送サービスとして十分なビットレートと考えられる。このほか、
同じく 1 Mbps 差の HDTV ストリームを含む要領で、16、14、12 Mbps の MPEG2 TS
を作成した。
5.5.	 実験の実施
ディジタル放送信号伝送実験は、2002 年 6 月 24 日に実施された。実験場所は米国





























ら西方に 8 km 離れた海上の点を中心として回るパターンを３回飛行した。オフセッ
トＤパターンである。










どおり、パラメータセット A から G までを順に使用した受信に、すべて成功した。
特に、最も長い 27 分間の送受信を行ったパラメータセット C でも、受信は途切れる
ことはなかった。表 5-2 に示したように、このパラメータセットでは、モード１で、




































































Standard D pattern Peak gain D pattern Offset D pattern
 Measured
 Simulated 
          (Pdt is constant.)
 Simulated 




























































ンテナの利得は、図 5-8 によれば、指向方向のエラーが 20 度を超えると 10 dB 以上
劣化する。送信アンテナが天頂に向けられた状態で地上に固定されており、飛行体
Pdt  F Put Gut  Lu Gur 	
































-125 -120 -115 -110 -105 -100 -95
Received power of uplink [dBW]
図 5-16　AGC の入出力関係
の高度が 20 km であれば、この角度は、飛行機が基地局から 7.3 km 離れることに相
当する。オフセットＤパターンは、基地局から 8 km 離れた海上の点を中心としたパ
ターンであるため、このパターンの大半の部分では、送信アンテナの指向性により、
受信電力が低くなる。
一方、搭載された受信アンテナの半値幅は、前に述べたように 35 度× 65 度である。





見ると、このタイミングに一致し、16:28 付近と 16:38 付近でダウンリンクの受信レ
ベルが急激に回復していることが確認できる。
ダウンリンクの送信に使われたクロスダイポールアンテナの半値幅は 80 度であり、





合の回線設計表を表 5-3 に示した。表から、アンテナ出力端では -67.1 dBm となる計
算である。しかし、図 5-15 の結果では、ピークゲインＤパターンのピークでの受信
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Standard D pattern Peak gain D pattern Offset D pattern
 MER (Left scale)
 Received power











MER の値は信号の CN 比に追従し、この測定器の場合には本来の CN 比より 1 dB
程度低い値を示すことが知られている。表 5-3 の計算によると、総合 CN 比は 30.7 
dB と予想されているため、測定器の指示値は最大で 29.7 dB 程度となるはずである。
しかし、実測の最大値はそれより 3 dB ほど小さい。この原因の特定は困難であるが、

























それ以外の時間帯では、大きくても 5 m/s 程度の速度であった。この速度は、





















Standard D pattern Peak gain D pattern Offset D pattern
15:00 16:00 17:00
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Hz に相当する。合計で 42.1 Hz であり、ISDB-T のモード３のキャリア間隔と比較す


























験としては、５章で述べたように、2002 年 6 月に米国ハワイ州カウアイ島で NASA
の無人飛行機 Pathﬁnder Plus を使用して行った実験がある。


























































るエリアと定義した。飛行船の高度 h を 4,000 m とし、大地を平面であるものと仮定
すれば、図 6-1 に示すように、サービスエリアの半径 r
d


















とを考えれば、自由空間伝搬損の変化範囲は 33.2 倍であり、15.2 dB に相当する。
6.2.2.	送信アンテナ
このような特性を持つアンテナを設計することは容易ではない。今回使用する 500 



















つずつを 10 m の距離を置いて正面対向させ、利得の和の絶対的な測定を３つの組み
合わせで行って、各々の利得を算出した。周波数は 479 MHz を使用した。結果は、
ヘリカルアンテナが -6.0 dBi、反射板付きクロスダイポールアンテナが 7.7 dBi、リン
グアンテナが 8.4 dBi となった。
このヘリカルアンテナは、後方へもエネルギーを放射するため、反射板とともに
使用するのが普通である。そこで、飛行船に取り付けるベースプレートとほぼ同じ











れぞれ 10 度未満であり、下回るレベルも 2 dB 以内である。正面方向や± 60 度方向












































3 dB 以内の軸比が得られているが、それ以外の方向では大きく、50 dB 以上となっ
た方向もある。なお、図 6-3 に結果を示した指向性の測定に使用したクロスダイポー




を除き、５章で述べた Pathﬁnder Plus による実験（以下、PF+ 実験と呼ぶ。）と同様
である。フィーダリンク回線は 2002.142857 MHz を使用し、送信アンテナは４素子
パッチアレーアンテナ、受信アンテナは単独のパッチアンテナを使用した。送信出
力は 5 W とした。放送回線は、479.142857 MHz を使用し、上で述べたヘリカルアン
テナを送信アンテナに用いた。受信アンテナには PF+ 実験で使用したのと同様であ
るが 479 MHz 用に設計されたクロスダイポールアンテナ、または５素子リングアン
テナを使用した。偏波は PF+ 実験と同様、左旋と右旋の円偏波を用いた。なお、周

























6-6 に示す。定格出力は 37 dBm であるが、LNA の入力が -81 dBm 以上 -46 dBm 以下






































の測定を図 6-9 に示す。横軸の 0 は環状の各素子を支える支柱の方向を基準にしたも
のであるが、指向性の中心は 10 度程度ずれていることがわかる。最大方向のゲイン
に比べて -3 dB となる範囲は -33 度から +16 度までの 49 度の範囲であり、比較的に
指向性の広いアンテナと言える。
テレビ受像機はシャープ LC-22AD1 とパナソニック TH-22LX20 を使用した。測定
器には、ディジタル放送信号アナライザアンリツ MS8901A を、スペクトラムアナラ
























信号記録システムでは、受信された信号を IF 帯の周波数に変換し、A/D 変換して
ハードディスクに記録する。実験中に予期しない信号劣化が観測された場合、記録
を再生して解析することが可能となる。





























は 17.2 Mbps であり、1080i の HDTV が十分に伝送可能な容量が得られる。
なお、このパラメータセットを使用した場合の所要 CN 比は 18.7 dB（参考値 [33]）
である。
6.2.5.	受像機の必要入力レベルと許容周波数偏差
この所要 CN 比に対し、システム雑音温度を 300 K、NF を 3.3 dB とすると、必要
入力レベルは -84.3 dBm となる。これに対し、使用する受像機の必要入力レベルを実
際に測定した。結果を表 6-2 に示す。










時間インターリーブ長さ I = 4
表 6-1　ISDB-T パラメータ
表 6-2　受信機の特性
必要入力レベル [dBm] 許容周波数偏差 [kHz]
シャープ LC-22AD1 -82 +240/ -260
パナソニック TH-22LX20 -81 +110/ -130
東芝 26L4000 -80 +250/ -250







水平距離 [km] 0.0 2.0
高度 [km] 4.0 4.0
仰角 [deg] 90 63
?
?
送信電力 [dBm] 37 37
ケーブル等損失 [dB] 5 5
アンテナ正面利得 [dBi] 14 14
指向方向のずれ [deg] 0 0




伝搬距離 [km] 4.0 4.5
周波数 [MHz] 2002 2002
伝搬損失 [dB] 110.5 111.5
?
?
アンテナ正面利得 [dBi] 7 7
指向方向のずれ [deg] 0 27
指向性損失 [dB] 0 2.5
ケーブル等損失 [dB] 1 1
受信電力 [dBm] -58.5 -62.0
予想 CN 比 [dB] 42.8 39.3
表 6-4　UHF 放送波の回線設計表
水平距離 [km] 0 4 10 14 21 22.7
高度 [km] 4.0 4.0 4.0 4.0 4.0 4.0
仰角 [deg] 90 45 22 16 11 10
?
?
送信電力 [dBm] 37 37 37 37 37 37
ケーブル等損失 [dB] 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5
受信点への方向 [deg] 0 45 68 74 79 80




伝搬距離 [km] 4.0 5.7 10.8 14.6 21.4 23.0
周波数 [MHz] 479 479 479 479 479 479
伝搬損失 [dB] 98.1 101.1 106.7 109.3 112.6 113.3
?
? アンテナ正面利得 [dBi] 7.7 8.4 8.4 8.4 8.4 8.4
ケーブル等損失 [dB] 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5
受信電力 [dBm] -60.4 -68.3 -61.4 -63.8 -67.4 -68.3
放送回線単独 CN 比 [dB] 38.9 31.0 37.9 35.5 31.9 31.0











予想 CN 比は、回線計算により得られた受信電力値と、雑音温度 300 K で NF が 5.0 
dB の場合の理論的な雑音電力を比較して算出したものである。なお、送信電力は、
フィーダリンクの受信段階で CN 比が 40 dB 程度となることを目安として決定した。
UHF 放送波の回線設計では、受信点直下からサービスエリアの最外周部までの６
点を想定しており、水平距離の項は、飛行船直下の点から受信点までの距離を示し
ている。飛行船の高度は 4,000 m を想定し、それぞれ受信点から飛行船を見た仰角が









受信機の NF を 7 dB と仮定したこの回線単独での CN 比と、送信時に既に CN 比
が 40 dB に劣化していることを考慮した総合 CN 比を求めた。上で述べた所要 CN 比
（参考値）18.7 dB と比較すると、10 dB 以上のマージンがあることになる。なお、送
信電力の設計は、サービスエリア端で 10 dB 以上のマージンがとれることを目標と
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１回目の実験では、飛行船は 12:15 に離陸し、15:30 に着陸した。そのうち、飛行




これらの図からわかるように、飛行船は 13:27 頃から 13:44 頃まで、飛行管制棟の












































West - East [m]
図 6-17　高度および東西・南北位置（第２回）
図 6-18　飛行管制棟付近の飛行軌跡（第２回）
である西南西方向に船首を向け、左右に 100 m 程の幅で移動を繰り返す自動的な定
点滞空飛行である。その後高度を上げ、14:07 頃に高度 4,000 m に到達した後、下降
を開始した。
２回目の実験では、飛行船は 9:09 に離陸し、12:47 に着陸した。そのうち、ディジ
タル放送信号の送信は、10:16 から 11:27 まで行った。飛行船が飛行管制棟付近を飛
行していた期間の飛行船の高度、飛行管制棟を基準とした東西・南北方向位置を図
6-17 に、東西・南北を縦軸・横軸とした飛行管制棟周辺の飛行軌跡を図 6-18 に示す。
飛行船は期間中に３回の定点滞空飛行を行った。10:23 頃から 10:37 頃まで飛行管
制棟の東 550 m/ 北 150 m/ 高度 4,000 m 付近で、10:49 頃から 11:00 頃まで飛行管制棟
直上 / 高度 3,700 m 付近で、11:02 頃から 11:06 頃まで飛行管制棟の東 450 m/ 北 250 

































信電力が得られた。飛行高度 4 km で飛行船が水平に飛行していると仮定した表 6-4
の回線設計表では、旭浜港に相当する水平距離 10 km の地点のアンテナ出力端での
電力は -60.9 dBm、広尾シーサイドパークに相当する水平距離 21 km の地点では -66.9 
dBm と予想される。これらの数値と比較すると、旭浜港では 3 dB 程度高いレベルが
得られている。広尾シーサイドパークではほぼ一致している。











































ステムを停止し、周波数偏差などの他の測定を試みていたため、10:45 から 11:08 ま
での間のデータが欠測している。






























橋は -63.3 dBm、旭浜港は -60.9 dBm である。これら２点での実測の受信電力のうち、
機体位置や高度が表の算出条件に近い 10:30 頃の定点滞空飛行時のデータに着目する
と、２地点がほぼ同じ値で、約 -62 dBm となっている。それぞれの予想値と比較す
ると 1 dB 程度の差である。アイホシマ川での予想値は -67.8 dBm であるが、実測値









首方向を 0 度、右舷方向を 90 度と定義する。）と、送信アンテナの中心軸と受信点
への直線がなす角度である受信点オフセット角を使用する。






























































































































West-East: 400 m、South-North: 300 m 付近）。そのため、定点滞空飛行中であっても、
相対受信点方位には、± 15 度程度の周期的な変動が見られる。
また、受信点オフセット角に関しては、次のように確認できる。前に述べたよう
に、２つの受信点はそれぞれ、管制棟から 9.5 km、21.4 km 離れた位置にある。飛行
船が管制棟上空に滞空し、この飛行試験での定点滞空飛行高度 3,600 m で水平飛行し
ていれば、受信点オフセット角はそれぞれ 69 度と 80 度に相当する。図中のデータ










飛行船が管制棟上空 4,000 m で水平に飛行していると仮定すれば、レインボー大橋、
旭浜港、アイホシマ川に対する受信点オフセット角は、それぞれ 74 度、67 度、46
度となり、前２者はグラフ中の値とほぼ一致している。アイホシマ川では 59 から 65
度と大きい値となっているが、この地点での受信を実施した 11:17 以降では飛行高度
が 3,500 m 以下に下がっており、機体位置も北側に動いていることが原因である。受
信点オフセット角が 46 度から 60 度に増大すると、図 6-3 から、アンテナゲインは
10 dB 程度増大することが確認できる。前に述べた、アイホシマ川での受信電力が予
想値より 10 dB ほど大きい現象は、このことから説明できる。
6.5.2.	アンテナの指向性



























































行船位置のずれを示したのが図 6-23 と図 6-24 である。
１回目では、方向のずれは最大でも６度程度である。また、２回目では、ずれの
量はレインボー大橋と旭浜港の前半の測定では３度以内であるが、試験終了間際の
測定で大きくなった。旭浜港の 11:08 以降（測定中断後）では最大で 11 度程度、ア
イホシマ川（11:17 以降）ではさらに伝搬距離が小さいことから最大で 30 度程度となっ
た。図 6-9 から± 10 度程度のずれであれば利得も 1 dB 程度しか変動しないため、こ
こではアンテナ利得を正面利得である 8.4 dBi で一定として計算する。管制棟屋上で
の受信に使用したクロスダイポールアンテナについては、正面利得が 7.7 dBi である
が、各時刻で飛行船方向の仰角を計算し、あらかじめ測定された指向特性を使って
計算した。
これらの計算で得られるデータは、図 6-21 と図 6-22 で示した受信点オフセット角
のデータと時間軸上で１対１に対応したデータである。そこで、横軸に受信点オフ



























Offset angle for receiving point [deg]
 Flight control tower
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Offset angle for receiving point [deg]
Measured in anechoic chamber









等しいとすれば、図 6-3 のプロットと一致する。そこで比較のため、図 6-3 のデータ
をほぼ左右対称になる軸で折り返して平均化処理したものを、図 6-25 と図 6-26 に重
ねて示した。
管制棟屋上での受信については、受信点オフセット角が 10 度以下の領域で、電波
暗室での測定データから 20 dB 程度の乖離が見られる。前に述べたとおり、受信電
















































能性がある。図 6-21(c) と図 6-22(c) を比較すればわかるように、１つの試験の中で
も方位は常に変動しており、同じ受信点オフセット角であっても推定された利得に
ばらつきが生じる原因になっていると考えられる。
例えば、図 6-27 は１回目の 13:26′ 58″から 13:45′ 48″までの定点滞空飛行中の旭浜
港での受信に関するデータである。上のグラフはこの時間中の飛行船から見た受信
点の方向を示したもので、横軸が相対受信点方位、縦軸が受信点オフセット角であ
る。定点滞空飛行中であるので、横軸が 120 度から 160 度までの範囲で、横軸はお













さらに、図 6-23 や図 6-24 で示した受信アンテナと飛行船の方向のずれを考慮して
いないという問題もある。ほとんどの受信データでは 1 dB 以下の影響に過ぎないと
考えられるが、２回目の 11:08 以降ではアンテナ指向方向のずれが拡大しており、影
響を受けている可能性がある。図 6-20 の受信電力のデータで、11:25 以降送信停止ま
での間のアイホシマ川での受信電力が減少傾向にあるのは、受信アンテナと飛行船
の方向のずれの影響である可能性が大きい。すなわち図 6-26 で言えば、受信点オフ
セット角が 64 度から 65 度の部分でのデータの乖離は、受信アンテナと飛行船の方
向のずれによるものである可能性が大きい。このグラフから見れば、その大きさは
最大でも 4 dB 程度と考えられる。
図 6-25 と図 6-26 には、図 6-3 にある理想的な指向特性も重ねてプロットした。伝
搬距離差を考慮したとき、受信点での電界強度が一定となるアンテナ利得を結んだ
曲線であり、サービスエリア端の 80 度で、回線設計上の基準としている値と一致さ
せたものである。表 6-4 で示したように回線設計では 12 dB 程度のマージンを見込ん
であるため、他のコンディションが理想的であれば、この曲線より 12 dB を越えて
下回ったときに受信が不可能となる。元々の特性に余裕のない 80 度付近で最大 5 dB
程度下回るデータがあるほか、１回目のデータでは 35 度付近で 6 dB 程下回ったデー
タがある。それでも、管制棟屋上での受信オフセット角 10 度以下の受信条件を除け
ば、今回測定された範囲において、受信が可能な状態にあったと言うことができる。









6-21 および図 6-22 と同様に飛行船を基準とした表現方法でプロットし、図 6-28 に示
した。色が薄い部分が飛行船の動きによる受信点位置の推移であり、色が濃い部分
は受信電力が -75 dBm を下回った位置を示している。色が濃い部分はいずれのフラ
イトでも機体から見て前方にあり、受信点オフセット角が 2 度から 10 度の範囲で発
生していることがわかる。
図 6-28　受信が不可能であった受信点位置
 (a) 第１回 (b) 第２回
また、このときの受信信号の状態を確認した。スキャッタードパイロットを抽出し、
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も困難である。そのような中で、NASA が開発した高度 20 km まで到達できる無人
固定翼型飛行機 Pathﬁnder Plus を利用できる機会があり、この機体から地上ディジタ





度 4 km で定点滞空飛行が可能な無人飛行船に搭載し、放送実験を行った。設計した
サービスエリアは、平面大地上で半径 22.7 km の円にあたり、実験では、飛行船直下
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